
平成　 年　 月　 日作成
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期間限定複数年度

【計画期間】

１　現状把握の部（DO）
(1) 事務事業の目的と指標
① 手段（主な活動）

ス

⑤活動指標

⑥対象指標

⑦成果指標
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入
量
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費

財
源
内
訳

地方債
その他
一般財源

事業費計  （A）

人件費計  (B)

2,957

件数

ウ

千　円

千　円

人

トータルコスト(A)＋(B) 千　円

件

延べ業務時間

・関係法令に基づき、適正な予算の執行が確保されている。
・正当な債権者に指定された期日、方法で正しく支払いをする。

件

国庫支出金
都道府県支出金

(2) 総事業費・指標等の推移
　　　　　　　年度
　単位

千　円 　　　　
2,114

6,466

④ 結果（基本事業の意図：上位の基本事業にどのように貢献するのか）

千　円 　

2,957

口座振替情報錯誤による更正件数

　 　　

23年度 (実績)

　

3,053

不適切な支出命令票の各課返戻数

債権者からの苦情、照会の数

⑦ 成果指標（対象における意図の達成度を表す指標）

25年度 (実績) 26年度 (実績) 27年度 (実績)

単位

件

前年度実績（前年度に行った主な活動）

ウ

・市の各課等、水道事業所、気仙広域連合、一部事務組合から提出された支出命令
票等を審査し、指定された期日・方法で正当な債権者に支払った。

審査件数ア

今年度計画（今年度に計画している主な活動）
イ

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）

支払件数

・支出命令票
・支出命令票を記載する職員
・債権者

⑥ 対象指標（対象の大きさを表す指標）

単位

カ 支出命令票の件数 件数

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 名称

・前年度実績と同様

正規職員従事人数

91,400 113,938

28,800

3
7,200
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321406 462
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10 40

債権者数（延べ）
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70,000
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28,821
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81,63957,637 89,843
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5,900件

71,316

57,637人
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23,591
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91,658164,090

35,054

57,637

　
　

25,705 22,146

3
2,114

3,053

19,571

シ

ス

24年度 (実績)

　

　限られた財源が計画的に執行されている。

千　円

千　円

時　間

正規職員従事人数 4

　　

2,575

　

千　円

　　

74,632

2,575
3

8,956

71,316

 

25,864

74,632

75,819

36

6,0005,2005,050

50 48

一般財源

74,010

74,010

事業費計  （A） 0

人件費計  (B)

80,616

31,853

01 02 01 04
年度～）

年度

※全体計画欄の総投入量を記入

年度 ～

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業ID
事務事業マネジメントシート 平成 28 年度

0733 28

昭和27

5 2

事務事業名 審査支払い事務 実施計画登載事業 合併建設計画登載事業

03

今野　芳彦

政
策
体
系

政策名 自立した行政経営の確立 事業期間

施策名 健全な財政運営の推進

基本事業名 効率的・効果的な財政運営
（開始

その他

根拠法令 地方自治法、地方自治法施行令、大船渡市財務規則等

所
属 審査係 電話 27-3111

部課名 会計課
課長名
係　名

事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

総
投
入
量
　

（
千
円

）

事
業
費

担当者 橋本　邦彦 内線 132

全体計画（※期間限定複数年度のみ）

国庫支出金

人
件
費

延べ業務時間

都道府県支出金

 

財
源
内
訳

地方債

・市各課等、水道事業所、気仙広域連合、一部事務組合から提出された支出命令票等の審査・確認を行う事
務。
・債権者への支払い事務。
主な業務は次の通り。
①各課各係からの支出命令票の回付、②審査係による審査確認（条例や規則、予算に違反していないか、検収
等がされているか等）、③誤りがあった場合には、各課各係へ差し戻し、④支払い処理（窓口受領、納付書によ
る納付、口座による振り替えなど）。
・事業費は、主に支払等送金手数料。

⑤ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称

28年度 (目標)

0
トータルコスト(A)＋(B) 0

5,000

345 308 400

－　1/3　－ （大船渡市）


